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第１章 学校施設の長寿命化計画の背景・目的等

１．背景 

一宮市（以下「本市」といいます。）は、昭和 50 年代に急激な人口増加に対応するため、

小中学校など多くの公共施設を整備してきました。現在、本市が保有する公共建築物の約６

割は、建築から 30 年以上経過し、老朽化が進んでいます。その中で学校施設は、本市が所

有する公共建築物の延べ床面積の約４割を占め、約９割が建築から 30 年以上経過しており、

老朽化対策が不可欠な状況となっています。 

２．目的 

 一宮市学校施設の長寿命化計画（以下「本計画」といいます。）は、上記の背景を踏まえ

て学校施設を総合的観点で捉え、長寿命化できるものは長寿命化し、教育環境の質的改善も

考慮しながら、適正に改修・建替え等を検討するための詳細診断の優先順位を設定し、これ

に要するコストの縮減と平準化を図ることを目的としています。

 なお、本計画は一宮市公共施設等総合管理計画（平成 28 年 11 月）に基づく学校施設の個

別施設計画として位置づけるとともに、施設整備計画は本計画に基づき策定していくことと

します。

３．計画期間 

 本計画の計画期間は令和元年度から令和 36 年度までの 36 年間とし、原則として５年ごと

に見直しを行います。

４．対象施設 

本計画では、本市が保有する小学校 42 校、中学校 19 校を対象とします。 
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第２章 学校施設の目指すべき姿

一宮市教育大綱では、だれもが、この地に誇りと喜びを持ち、一人ひとりの個性を生かし、

互いが響きあえる教育を進め、すべての子どもが、のびやかに夢を育て、希望を紡ぎ、未来

を織りなすことができる「教育のまち一宮」をめざすとしています。 

また、そのために達成すべき３つの構成要素、 

「知」世界の変化に対応できる確かな学力を身につけ、未来を拓く力を伸ばします 

「徳」思いやりの心を持って互いを認め合い、自律する力と豊かな人間性を育てます 

「体」生涯を通じて生き生きと過ごすことができる健やかな体をつくります 

の目標を実現するための施設整備を進めていきます。  

第３章 学校施設の実態

１．学校施設の運営状況・活用状況等の実態 

(１)対象施設一覧 

表１ 対象施設の児童・生徒数及び学級数 

令和元年５月１日現在 

名称 所在地 建築年度※ 
児童数

（人） 

学級数 

（学級） 

小
学
校

１ 宮西小 大宮４丁目５-33 昭和 32年 597 21 

２ 貴船小 貴船１丁目８-46 昭和 40年 652 24 

３ 神山小 平和２丁目 12-７ 昭和 34年 1,051 36 

４ 大志小 大志２丁目７-６ 昭和 53年 287 15 

５ 向山小 向山町３丁目１ 昭和 49年 637 22 

６ 葉栗小 大毛字南出 30 昭和 32年 480 18 

７ 西成小 西大海道字障子目 30 昭和 36年 353 15 

８ 瀬部小 瀬部字川原 55 昭和 46年 509 22 

９ 赤見小 大赤見字清水 2467 昭和 48年 290 13 

10 浅野小 浅野字野口 95 昭和 42年 549 21 

11 丹陽小 三ツ井５丁目 22-１ 昭和 58年 381 18 

12 丹陽西小 多加木１丁目 17-１ 昭和 46年 842 28 
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13 丹陽南小 丹陽町九日市場 2666 昭和 60年 523 21 

14 浅井南小 浅井町東浅井字地蔵 386 昭和 39年 334 14 

15 浅井北小 浅井町大野字南土山 75 昭和 40年 335 15 

16 北方小 北方町北方字宮浦 43 昭和 44年 466 17 

17 大和東小 大和町戸塚字薬師浦 320 昭和 36年 737 25 

18 大和西小 大和町苅安賀字東北出 3248 平成 11年 512 20 

19 今伊勢小 今伊勢町新神戸字乾 26 昭和 30年 961 31 

20 奥小 奥町字貴船前 24 昭和 39年 829 29 

21 萩原小 萩原町萩原字河原崎 1544 昭和 33年 563 22 

22 中島小 萩原町西宮重字中光堂 850 昭和 44年 334 14 

23 千秋小 千秋町佐野字北浦 136 昭和 37年 410 16 

24 千秋南小 千秋町小山 1329 昭和 46年 309 14 

25 富士小 富士２丁目５-14 昭和 33年 556 20 

26 末広小 末広２丁目 20-１ 昭和 46年 604 23 

27 西成東小 春明字中切１ 昭和 50年 303 15 

28 今伊勢西小 今伊勢町馬寄字西平４-１ 昭和 50年 442 16 

29 葉栗北小 光明寺字畳手 55 昭和 52年 431 15 

30 大和南小 大和町戸塚字連田１-２ 昭和 53年 313 15 

31 浅井中小 浅井町大日比野字東若栗 61 昭和 54年 391 16 

32 千秋東小 千秋町加納馬場字松下 54 昭和 56年 251 13 

33 起小 起字西生出 35 昭和 31年 492 17 

34 三条小 三条字苅 16 昭和 36年 730 25 

35 小信中島小 小信中島字南平口 59 昭和 29年 661 23 

36 朝日東小 明地字江端８ 昭和 31年 301 15 

37 朝日西小 上祖父江字高須賀 18 昭和 51年 162 8 

38 開明小 開明字城堀 20 昭和 43年 388 14 

39 大徳小 西五城字荒子中切 26-１ 昭和 51年 394 15 

40 黒田小 木曽川町黒田字古城 26-２ 昭和 32年 531 20 

41 木曽川西小 木曽川町玉ノ井字道路寺７-３ 昭和 33年 762 26 

42 木曽川東小 木曽川町黒田八ノ通り 141-１ 昭和 51年 646 22 

小学校 計 21,299 809 

名称 所在地 建築年度 
生徒数

（人） 

学級数 

（学級） 

中
学
校

51 北部中 貴船１丁目６-10 昭和 29年 703 25 

52 中部中 八幡４丁目１-111 昭和 29年 733 24 

53 南部中 浅野字土井ノ内１-１ 昭和 31年 886 27 

54 葉栗中 高田字清水 100 昭和 35年 519 17 

55 西成中 西大海道字柏木 15 昭和 35年 441 16 
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56 丹陽中 丹陽町三ツ井字鬼ヶ島６ 昭和 42年 852 26 

57 浅井中 浅井町前野字郷西 145 昭和 39年 593 20 

58 北方中 北方町北方字宮浦 42 昭和 39年 246 9 

59 大和中 大和町苅安賀字上東出 80 昭和 47年 586 18 

60 今伊勢中 今伊勢町宮後字郷中茶原 52 昭和 39年 657 22 

61 奥中 奥町字上平池 55 昭和 49年 446 16 

62 萩原中 萩原町串作字河室浦１ 昭和 30年 443 14 

63 千秋中 千秋町佐野字高須 2982 昭和 44年 502 16 

64 西成東部中 定水寺字五反田 10 昭和 52年 340 12 

65 大和南中 大和町南高井字蓮原２-１ 昭和 57年 140 8 

66 尾西第一中 三条字宮西 50 昭和 52年 838 25 

67 尾西第二中 明地字油屋前 30 昭和 50年 322 11 

68 尾西第三中 開明字村上 54 昭和 31年 544 17 

69 木曽川中 木曽川町里小牧字北青木 25 昭和 36年 996 30 

中学校 計 10,787 353 

小・中学校 合計 32,086 1,162 

※建築年度は校舎の中で最も古い建物の建築年度を採用
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(２)児童生徒数及び学級数の変化

 児童生徒数は昭和 50 年代をピークに減少傾向にあります。 

【小学校】 

令和元年５月１日現在の児童数は 21,299 人であり、昭和 53 年度と比較すると約 56％と

なっています。 

【中学校】 

令和元年５月１日現在の生徒数は 10,787 人であり、昭和 58 年度と比較すると約 56％と

なっています。 

図１ 児童・生徒数の推移

図２ 学級数の推移
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(３)学校施設の配置状況 

図３ 学校施設配置図 
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(４)施設関連経費の推移 

平成 26 年度から平成 30 年度における施設関連経費は約 18 億円～41 億円で、５年間の

平均は約 25 億円となります。総合的に増加傾向にあります。平成 30 年度においては小学

校普通教室と音楽室に空調を導入したため、施設整備費が増額になっています。 

表２ 施設関連経費の推移 

平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 

施設整備費 926,066,320 1,113,831,000 1,334,303,280 1,592,504,280 3,191,727,240 

その他施設整備費 50,353,920 45,635,400 110,964,600 31,615,920 105,174,720 

維持修繕費 259,116,025 355,134,449 379,978,468 318,760,670 288,238,963 

光熱水費・委託費 551,280,866 484,603,670 489,819,372 470,553,412 565,218,406 

合計 1,786,817,131 1,999,204,519 2,315,065,720 2,413,434,282 4,150,359,329 

図４ 施設関連経費の推移 
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(５)学校施設の保有量 

対象施設の延べ床面積を建築年度別にみると、築 50 年以上が約 21％、築 40 年以上 50 年

未満が約 41％、築 30 年以上 40 年未満が約 26％と、築年数が 30 年以上の建築物が約 89％

に達しており、施設の老朽化が進んでいます。 

旧耐震基準の建築物は 248 棟ありますが、すべての建築物は耐震補強済みです。 

図５ 築年別整備状況 
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(６)今後の維持・更新コスト（従来型） 

建築後 50 年で改築する従来の修繕・改修を今後も続けた場合、今後 40 年間のコストは

2,223 億円（55.6 億円/年）になります。これは、直近５年間の施設関連経費の平均 25.3 億

円/年を 2.2 倍上回ります。 

また、令和２年から令和 11 年度までの 10 年間では、改築が集中するため施設関連経費の

約４倍のコストがかかります。従来の改築中心の整備を継続することは不可能であり、対応

策を検討する必要があります。 

図６ 今後の維持・更新コスト（従来型） 

表３ 費用区分・内容 

費用区分 
単価 

周期 

校舎 屋内運動場 

改築 330,000 円/㎡ 50 年（棟） 

大規模改造 82,500 円／㎡ 72,600／㎡ 20 年（棟） 

その他施設整備費 0.7 億円 毎年 

維持修繕費 3.2 億円 毎年 

光熱費・委託費 5.1 億円 毎年 
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２．学校施設の老朽化状況の実態 

(１)構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価

健全度の算定 

健全度とは、各建物の５つの部位について劣化状況を４段階で評価し、100 点満点で数

値化した評価指標です。①部位の評価点と②部位のコスト配分を下表のように定め、③

健全度を 100 点満点で算定します。なお、②部位のコスト配分は、文部科学省の「長寿

命化改良事業」の校舎の改修比率算定表を参考に、同算定表における「長寿命化」の７%

分を、屋根・屋上、外壁に按分して設定しています。 

表４
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表５ 建物情報一覧表
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(２)今後の維持・更新コストの把握（長寿命化型） 

 改築中心から改修による長寿命化に切り替えていくためには、計画的に機能向上と機能回

復に向けた修繕・改修を建物全体でまとめて実施する必要があります。 

長寿命化型改修により建物の寿命を 80 年とした場合、今後 40 年間の維持・更新コストは

総額約 2,262 億円（57 億円/年）となり、従来の建替え中心の場合の 2,223 億円（55.6 億円

/年）より 39 億円増額となります。長寿命化型は 10 年ごとのコストを平準化することは可

能ですが改修コストが増加し、施設関連経費も今までの 2.2 倍になることから、長寿命化だ

けでは今後の財政的に対応できない状況になります。

図７ 今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

表６ 費用区分・内容 

費用区分 
単価 

周期 

校舎 屋内運動場 

改築 330,000 円/㎡ 80 年（棟） 

長寿命化改修 198,000 円／㎡ 40 年（棟） 

大規模改造 82,500 円／㎡ 72,600／㎡ 20 年（棟） 

その他施設整備費 0.7 億円 毎年 

維持修繕費 3.2 億円 毎年 

光熱費・委託費 5.1 億円 毎年 
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第４章 学校施設整備の基本的な方針等

１．学校施設の規模・配置計画等の方針 

(１)学校施設の長寿命化計画の基本方針 

一宮市公共施設等総合管理計画の基本方針を踏まえ、学校施設の長寿命化の基本方
針を以下の３つとします。 

① 計画的な保全による長寿命化の推進 

定期点検等の実施により老朽化の状況を把握し、安全性の確保を図りながらライフ

サイクルコストの低減を図ります。また、必要に応じ大規模改造や長寿命化改修など

を実施していくことを検討します。 

② 施設総量・配置の適正化 

学校施設の長寿命化や改築時には、学校機能に配慮しながら、児童・生徒数の増減

を踏まえ、地域施設との複合化や施設規模の拡大・縮小を検討します。 

③ 公共サービスの効率化の推進 

学校施設の安心・安全を確保したうえで、施設の維持管理や教育の質の向上を図る

ため、PPP/PFIなどの民間のノウハウや包括契約などの最適な契約方法を導入するなど、

充実した教育環境の提供を図ります。

(２)学校施設の規模・配置計画等の方針 

小学校の児童数は減少傾向にはありますが、余剰教室のある小学校は一部にとどま

っており、中学校の生徒数については、平成 10 年以降は大きな増減は見られません。

こうしたことから、基本的には学校施設の規模については現状を維持するものとしま

す。 

ただし、児童・生徒数及び学級数の減少を踏まえ、コミュニティ機能等による利用

に配慮しながら、一部校舎の用途廃止や減築などの検討をします。 
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２．改修等の基本的な方針 

(１)長寿命化の方針 

予防保全型の維持管理を行うことにより、施設の健全度を長期に渡って保ち、適切な

教育環境の提供に努めます。また、災害時に備えて、外壁、内壁等の落下防止や、設備

機器や棚等の転倒防止など、非構造部材部材の耐震化を推進します。 

中長期的な維持・改築等に係るトータルコストの縮減・予算の標準化を実現するため、

適切な時期に大規模改造や長寿命化改修を実施することを前提に、すべての建築物の耐

用年数を 80 年とします。 

図８ 事後保全・予防保全のイメージ 

(２)目標使用年数、改修周期の設定 

建築物の目標使用年数を 80 年に設定し、予防保全のための大規模改修の周期を 20 年と

します。 
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第５章 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等

１．改修等の整備水準 

状態監視による適切な予防保全と 80 年サイクルの建て替えを両論として、良好な教育環

境の維持、改善に努め、イニシャルコストではなくライフサイクルコストを重視した改修

を行っていくものとします。 

２．維持管理の項目・手法等 

専門知識のある業者により、建築基準法 12 条第２項に定める点検を３年ごとに実施し、

劣化状況調査表を作成することにより、劣化状況や機能状況を把握します。 

図９ 劣化状況調査票 
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第６章 長寿命化の実施計画

１．改修等の優先順位付けと実施計画 

 改修等の優先順位としては、建築年、過去の改修履歴、劣化状況調査結果をもとに決定

します。 

２．長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果～維持・更新の課題と今後の方針～針 

建前述したように長寿命化により今後 40 年間の維持管理コストは、2.2 倍のコストがかか

ることが見込まれます。中長期計画としては、外壁改修、屋上防水改修を中心に大規模改

造工事を実施し予防保全に努め、コストを抑えながら改築周期を 80 年にします。短期計画

としては、既設空調機器の更新が急務なため、今後５年間は空調設備の更新を重点的に進

めていきます。 

表７ 今後５年間の整備内容 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

学校数 学校数 学校数 学校数 学校数 

大規模改造      

(便所改造、校舎改修等)
4 1 1 1 1 

空調設備 

(既設の更新) 
11 11 11 11 11 

防水改修 5 4 5 5 5 

外壁改修 5 5 4 5 5 

その他施設整備費 

(教室改修等) 
5 5 5 5 5 

合計額 690,600 千円 654,100 千円 715,800 千円 754,800 千円 652,300 千円 
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第７章 長寿命化計画の継続的運用方針

１．情報基盤の整備と活用 

今後は固定資産台帳及び施設管理台帳を活用し、学校設備の基本情報、光熱水費などの

維持管理費、点検情報を一元的に把握し、効率的かつ効果的な維持管理に向けた取組を推

進します。 

２．推進体制等の整備 

学校施設の整備・管理の所管である教育文化部総務課が中心となり、本計画をもとにし

たマネジメントを行うものとします。 

また、学校施設を適切に維持管理するためには、継続的な点検や効率的な運用が重要と

なります。学校と連携・協力しながら、学校施設の劣化状況等の把握に努め、専門業者と

関係部署と連携を図ります。 
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図10 今後5年間の予算配分
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３．フォローアップ 

本計画は長期の計画であり、学校を取り巻く環境の変化や、児童生徒数の推移等に対応

する必要があるため、施設の老朽化に関する点検・評価の結果を踏まえて、５年程度を目

処に PDCA サイクルによる随時見直しを行うものとします。 

図 11 


